
計算書類に対する注記（法人全体用） 

 

（１）継続事業の前提に関する注記 

 

   該当なし。 

 

（２）重要な会計方針 

 

①固定資産の減価償却方法 

有形固定資産及び無形固定資産：定額法 

   ②引当金の計上基準 

退職給付引当金･････広島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度によって計上している。 

賞与引当金･････該当なし。 

   ③消費税等の会計処理 

    税込処理によっている。 

 

（３）重要な会計方針の変更 

  

   該当なし。 

 

（４）法人で採用する退職給付制度 

 

広島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度ならびに独立行政法人福祉医療機構の実施する

社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。 

 

（５）法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

 

当法人の作成する計算書類は以下の通りになっている。 

   ①法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式） 

   ②事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式） 

     当法人では社会福祉事業しか実施していないため作成していない。 

   ③社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第

３号第３様式） 

   ④事業区分及び拠点区分について 

    社会福祉事業 

1. 法人本部拠点 

2. こどもえんつくし拠点 

3. みちのうえこども園拠点 

 



   ⑤サービス区分について 

    サービス区分は設定していない。 

（６）基本財産の増減の内容及び金額 

 

基本財産の増減の内容及び金額は、次のとおりである。 

 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 194,509,166 194,509,166

建物 523,315,636 0 23,207,984 500,107,652

合計 717,824,802 0 23,207,984 694,616,818
 

 

（７）会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩 

 

該当なし 

 

（８）担保に供している資産 

 

担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     

    建物（基本財産） 168,533,615 円 

    定期預金      60,000,000 円 

      計      228,533,615 円 

 

   担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。 

    設備資金借入金（1 年以内返済予定額を含む） 76,004,521 円 

          計               76,004,521 円 

 

（９）固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高については、次のとおりである。 

 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物(基本財産) 733,442,607 233,334,955 500,107,652

建物 194,596,358 46,103,025 148,493,333

構築物 67,505,862 19,285,302 48,220,560

車輌運搬具 650,000 641,664 8,336

器具及び備品 83,289,775 56,734,609 26,555,166

権利 865,300 395,866 469,434

ソフトウェア 2,685,528 2,685,526 2

合計 1,083,035,430 359,180,947 723,854,483



 

（10）債権類、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

 

    該当なし。（徴収不能引当金は設定していない。） 

 

 

（11）満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

 

該当なし。 

 

（12）関連当事者との取引の内容 

 

該当なし。 

 

（13）重要な偶発債務 

 

該当なし。 

 

（14）重要な後発事象 

 

該当なし。 

 

（15）合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け 

 

該当なし。 

 

（16）その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら

かにするために必要な事項 

 

該当なし。 



計算書類に対する注記（法人本部拠点区分用） 

 

（１）重要な会計方針 

 

①固定資産の減価償却方法 

有形固定資産及び無形固定資産：定額法 

   ②引当金の計上基準 

退職給付引当金･････広島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度によって計上している。 

   ③消費税等の会計処理 

    税込処理によっている。 

 

（２）重要な会計方針の変更 

 

   該当なし。 

 

（３）法人で採用する退職給付制度 

 

該当なし。 

 

（４）拠点が作成する計算書類とサービス区分 

 

① 当拠点の作成する計算書類は以下の通りになっている。 

     法人本部拠点計算書類（会計基準省令第１号第 4 様式、第２号第 4 様式、第３号第 4 様式） 

   ② サービス区分を設定していないため、拠点区分資金明細書及び拠点区分事業活動明細書は作

成していない。 

 

（５）基本財産の増減の内容及び金額 

 

基本財産の増減の内容及び金額は、次のとおりである。 

 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000 

合計 1,000,000 0 0 1,000,000 

 

 

（６）会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩 

 

該当なし 

 



（７）担保に供している資産 

 

該当なし。 

 

（８）固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高については、次のとおりである。 

 

   該当なし。 

 

（９）債権について徴収不能引当金を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該債権の金額、徴

収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

 

    該当なし。（徴収不能引当金は設定していない。） 

 

 

（10）満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

 

該当なし。 

 

（11）重要な後発事象 

 

該当なし。 

 

（12）その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら

かにするために必要な事項 

 

該当なし。 



計算書類に対する注記（こどもえんつくし拠点区分用） 

 

（１）重要な会計方針 

 

①固定資産の減価償却方法 

有形固定資産及び無形固定資産：定額法 

   ②引当金の計上基準 

退職給付引当金･････広島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度によって計上している。 

    賞与引当金･････該当なし。 

   ③消費税等の会計処理 

    税込処理によっている。 

 

（２）重要な会計方針の変更 

 

   該当なし。 

 

（３）法人で採用する退職給付制度 

 

広島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度ならびに独立行政法人福祉医療機構の実施する

社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。 

 

（４）拠点が作成する計算書類とサービス区分 

 

① 当拠点の作成する計算書類は以下の通りになっている。 

     つくし保育園拠点計算書類（会計基準省令第１号第 4 様式、第２号第 4 様式、第３号第 4 様

式） 

   ② サービス区分を設定していないため、拠点区分資金明細書及び拠点区分事業活動明細書は作

成していない。 

 

（５）基本財産の増減の内容及び金額 

 

基本財産の増減の内容及び金額は、次のとおりである。 

 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 156,971,566 0 156,971,566

建物 346,351,193 0 14,777,156 331,574,037

合計 503,322,759 0 14,777,156 488,545,603
 



 

（６）会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩 

 

該当なし 

 

（７）担保に供している資産 

 

担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     

    定期預金      60,000,000 円 

      計       60,000,000 円 

 

   担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。 

    設備資金借入金（1 年以内返済予定額を含む） 39,993,521 円 

          計               39,993,521 円 

 

（８）固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高については、次のとおりである。 

 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物(基本財産) 487,626,404 156,052,367 331,574,037

建物 174,293,420 30,001,868 144,291,552

構築物 27,841,597 10,696,057 17,145,540

車輌運搬具 350,000 349,998 2

器具及び備品 60,180,463 39,682,766 20,497,697

権利 865,300 395,866 469,434

ソフトウェア 1,393,200 1,393,199 1

合計 752,550,384 238,572,121 513,978,263

 

（９）債権について徴収不能引当金を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該債権の金額、徴

収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

 

    該当なし。（徴収不能引当金は設定していない。） 

 

 

（10）満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

 

該当なし。 

 

 



 

（11）重要な後発事象 

 

該当なし。 

 

 

（12）その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら

かにするために必要な事項 

 

該当なし。 



計算書類に対する注記（みちのうえこども園拠点区分用） 

 

（１）重要な会計方針 

 

①固定資産の減価償却方法 

有形固定資産及び無形固定資産：定額法 

   ②引当金の計上基準 

退職給付引当金･････広島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度によって計上している。 

賞与引当金･････該当なし。 

   ③消費税等の会計処理 

    税込処理によっている。 

 

（２）重要な会計方針の変更 

  

   該当なし。 

 

（３）法人で採用する退職給付制度 

 

広島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度ならびに独立行政法人福祉医療機構の実施する

社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。 

 

（４）拠点が作成する計算書類とサービス区分 

 

① 当拠点の作成する計算書類は以下の通りになっている。 

     道上保育所拠点計算書類（会計基準省令第１号第 4 様式、第２号第 4 様式、第３号第 4 様式） 

   ② サービス区分を設定していないため、拠点区分資金明細書及び拠点区分事業活動明細書は作

成していない。 

 

（５）基本財産の増減の内容及び金額 

 

基本財産の増減の内容及び金額は、次のとおりである。 

 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 37,537,600 37,537,600

建物 176,964,443 8,430,828 168,533,615

合計 214,502,043 0 8,430,828 206,071,215

 



 

 

（６）会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩 

 

該当なし 

 

（７）担保に供している資産 

 

担保に供されている資産は以下のとおりである。 

    建物（基本財産） 168,533,615 円 

      計       168,533,615 円 

 

   担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。 

    設備資金借入金（1 年以内返済予定額を含む） 36,011,000 円 

          計               36,011,000 円 

 

 

（８）固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高については、次のとおりである。 

 

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物(基本財産) 245,816,203 77,282,588 168,533,615

建物 20,302,938 16,101,157 4,201,781

構築物 38,124,265 6,526,938 31,597,327

車輌運搬具 300,000 291,666 8,334

器具及び備品 23,109,312 17,051,843 6,057,469

ソフトウェア 1,292,328 1,292,327 1

合計 328,945,046 118,546,519 210,398,527
 

 

 

（９）債権について徴収不能引当金を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該債権の金額、徴

収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

 

    該当なし。（徴収不能引当金は設定していない。） 

 

 

（10）満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

 

該当なし。 

 



 

 

（11）重要な後発事象 

 

該当なし。 

 

（12）その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら

かにするために必要な事項 

 

該当なし。 

 

 


